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介護署名を大きく広げよう!! 
この秋から、下記の項目による介護保険制度の抜本改

善を求める請願署名に取り組みます。政府は「介護三大

改悪（①利用料2割負担の対象拡大、②ケアプランの有

料化､③要介護 1・2の生活援助の保険給付はずし）」な

ど、さらなる負担増・サービス縮小を検討しています。

これ以上の制度の後退は許されません。 

介護事業所は低く据え置かれた介護報酬のもとで深

刻な経営難に直面しています。2024年の倒産・休廃業件

数は784件と過去最多となりました。とくに、訪問介護

は基本報酬の引き下げの影響で事業撤退が相次ぎ、訪問

介護事業所がゼロになった自治体が増加しています。 

介護現場の人手不足も深刻さを増しています。政府は

2026年度に介護職員が25万人不足する需要見込みを示

していますが、有効な対策はとられていません。肝心の

処遇改善は遅々として進んでおらず、2024 年度の全産

業平均との賃金格差は8万3000円に広がっています。 

神奈川で集める署名は、2万筆を目標とし、来年の通

常国会までの期間で集めます。 

第一次集約は、11月中旬とし、11月20日（木）に行

われる衆議院第二議員会館での署名提出集会に持ち込

みます。介護署名を大きく広げましょう。 
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後期高齢者医療神奈川県広域連合議会「決算認定」など可決 

8月22日、かながわ労働プラザで、後期高齢者医療神

奈川県広域連合議会が開催されました。傍聴には、年金

者組合、保険医協会、横浜社保協、川崎社保協、藤沢社

保協、茅ヶ崎社保協の他、横浜市港北区などから20人が

参加しました。広域連合議会は、3月末とこの時期の2回

開催され、今議会は、2024年度決算を認定しました。 

神奈川県の広域連合議会の議員定数は20人で、1年で

改選し、ほぼ全員入れ替わります。2025年度は、横浜市

7人、川崎市3人、横須賀市1人、相模原市1人、残り8

人はブロック分け選出（2024年度は藤沢市・茅ヶ崎市・

小田原市・秦野市・大和市・海老名市・大磯町・松田町）。

会派別では、横浜市が自民2、公明2、立憲1、維新1、共産1。川崎市が自民1、みらい1、公明1。横須賀市は一

市民1、相模原市は自民1。ブロック選出は、議長・副議長が多く、公明4、共産・民主クラブ・誠和・無所属が各

1。日本共産党の議員は、この間横浜市選出の 1人だけでしたが、2025年度は、白井まさ子議員（横浜市港北区）

と鈴木京子議員（大磯町）の2人になりました。 

「医療費の窓口負担を１割に戻すことを求める意見書提出の陳情」不採択!! 
広域連合議会に、「年金者組合神奈川県本部」より、「2割負担に引き上げられた後期高齢者医療費の窓口負担を、

1 割負担に戻すことを求める意見書提出の陳情」を提出しました。3 年前から医療費窓口負担 2 割化が始まりまし

たが、「配慮措置」が9月30日で終わります。「配慮措置」の効果がほとんどなく、民医連が実施した窓口アンケー

トでも負担感が重くのしかかってきていることから、1割に戻すことを求めて陳情としました。 

一般質問で、白井議員が、「県内の医療機関の経営は危機的な状況だ。医療崩壊を止めるためには緊急に5000億

円の国費を投入し、診療報酬の基本部分を引き上げること、医療従事者の賃上げを図ることが必要。OTC類似薬の

保険はずしや高額療養費の自己負担増をやめることを国に求めるべきと主張しました。佐藤光連合長（茅ヶ崎市長）

の答弁は「全国知事会などが国に緊急要望している」と述べるにとどまりました。福島直子議員（横浜市・公明党）

が「データヘルス計画の状況」について質問しました。 

鈴木京子議員は、一般会計の反対討論で、「個人情報漏洩の危険性が拡大されている」と表明。議会運営について

は、「33の市町村から審議に加われるよう議員定数を増やすこと。14町村で2人というのはすぐにでも是正すべき

だ」。広域連合議会の開催時期は「市町村議会終了後となっているが、広域連合議会で審議されたものが市町村議会

で論議されない。市町村議会の前に行うべきだ」。特別会計の決算認定については、「引き上げられた保険料と2割

化となった窓口負担増のもとで執行された」として反対しました。一般会計では、東みちよ議員（横浜市議・自民

党）が「マイナ保険の推進」について質問しました。 

陳情は、議会運営委員会で審議し本会議に回されます。議会運営委員会では、広域連合事務局長が「昨年 6月に

厚労省が発表した2割負担化の影響調査では受診控えは少ないとの報告だった」と陳情は不採択にすべきと発言。

久保田和弘議員（横浜市・公明党）が、「現役世代の負担を減らすためには、後期高齢者の負担増はやむを得ない」

と発言しました。議会運営委員会は、本会議に「陳情不採択」と採択しました。 

本会議で、鈴木京子議員は、「2022年10月から窓口負担が2割にされた方は28％近くに及ぶ。医療生協かながわ

が取り組んだアンケート308人分のうち、『窓口の負担感がとても重い』と答えた方が 14.2％、『重い』と答えた方

は54.7％で、合わせると約7割にのぼる。『受診をためらうになった』は8.2％、『受診回数・薬を減らした』は5.2％

のぼる。深刻な受診抑制が起きていると受け止められる」。「窓口負担が2割になっても生計の収支に余裕があると

いうのは国の誤った認識によるもので、物価高騰などは勘案されず、医療や介護を利用する機会が増える高齢者に

とって、命が脅かされる状況だ」。「よって、窓口負担を1割に戻すことを求める意見書提出に賛成、不採択に反対

する」と力強く発言しました。 

ほかの議員からの発言はなく、議運の不採択の決定について賛成起立を求めたところ、白井正子議員、鈴木京子

議員以外の18人の起立によって、残念ながら「不採択」となりました。 

白井議員（中央左）

と傍聴参加者 
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8.15終戦記念日、「戦争・被爆80年」トークのつどい 

8月15日の終戦記念日の夕方。戦争・被爆80年の今

年、「平和を求めるトークのつどい」を、桜木町駅前広

場で開催しました。戦争・被爆の体験談を聞く機会が少

なくなる中、あえて屋外で当事者に話をしてもらい、継

承することを目的にし、はじめて企画しました。主催

は、平和を求めるユナイト街宣実行委員会。 

横浜大空襲の被災者、長崎での被爆者、疎開経験者が

マイクを握り、「戦争の惨禍を二度と繰り返してはなら

ない」と口をそろえて語りました。 

横浜大空襲の被災者の柳下さんは、終戦時5歳。「自

宅にいて、近くの公園に掘られた防空壕に逃げたが、す

でにいっぱいで、焼夷弾が降り注ぐ中を家族と逃げ惑

った。後になって、壕に避難した人は蒸し焼きになって

亡くなったと知った」。「まちが燃えている光景は今で

も忘れられない」と声を震わせ、「もうあんな思いは誰

にもさせてはならない。絶対にさせてはいけない」と繰

り返しました。長崎で 2 歳のとき被爆した東さんは、

「祖母の腕にガラスの破片が刺さり、姉は腕にやけどを負った」と回想。「被爆の証言できる人は県内に10人とい

ない。記憶の継承が難しい問題になっている」と吐露しました。大木さんは小学校4年生のとき高知県に疎開した

が、駐屯していた日本軍の部隊によって校舎を追い出されたという。「軍事教育を徹底して国民を戦争に駆り立て

た。どんなことがあっても、逆戻りさせてはいけない」と語気を強めました。大木さんはここ数年体験談を語るこ

とはなかったが、参政党の急進を見て話さなければと思って参加したとのこと。 

広島・長崎の被爆実相、ウクライナ・ガザ惨禍のパネルを展示し、常時100人近くが途切れることなく足を止め

ていました。退社時間帯のため、多くの人々が立寄り、話を聞きパネルを見ていました。観光で訪れたロシア人の

女性が声をかけてきて、趣旨を話すと「80 年間、戦争をしなかったお祝いですね」。若いカップルが体験談に聞き

入り、最後まで立寄っていました。小学生低学年を連れた親子が署名台に立ち寄り、子どもが「非核署名」にサイ

ンしました。若い男性数人のグループがパネルを見ながら声をかけてきて署名をしていきました。参加者からは、

「音楽を流しながら、いい雰囲気で、それぞれの体験談も良かった」、「九条の会や様々な平和団体が一堂に会して

よかった」。＜神奈川労連住谷議長より情報提供＞ 

「こういう取り組み大切」と子供の分まで署名 
消費税廃止神奈川県各界連絡会は8月25日、定例

の宣伝を伊勢崎町で行いました。厳しい暑さの中、

6団体から19人が参加し、道行く人たちに消費税減

税・インボイス廃止を訴えました。 

神奈川土建の宣伝参加者の呼びかけに、「今の日本

は本当におかしい」と、40代の女性が快く署名に応

じてくれました。「こうした取り組みは大切ですね。

やっていかないと」と 2人の子供の分まで署名して

くれました。 

60代の女性に、「インボイス廃止を求める署名を集めている」と話しかけると、「どういう制度ですか」と対話に

なり、税金があまりに重すぎるなど、対話が広がりました。フリーランスになるか考えているという 30 代の女性

は、「フリーランスの方たちが運動しているのを知っています。インボイスは大変」と署名してくれました。 

この日は 30分の短い宣伝でしたが、医療機関を守る署名 17人分と消費税減税 15人分、軽減措置延長求める署

名6人分が集まりました。＜消費税廃止各界連運動推進ニュースより＞ 

消費税廃止各界連 
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9月20日（土）13:00～16:30で、中央社会保

障学校 from 佐賀が開催されます。神奈川から

は、オンライン中心の参加となります。 

 1990 年以降続く、新自由主義「構造改革」

により、大企業と富裕層の利益が最大化する一

方、社会保障や労働政策は大きく後退し、将来

展望が持てない格差社会になっています。 

一方で、異次元な軍事力強化は際限なき軍拡

競争という危険な流れを加速させています。 

今回の中央社保学校は軍拡基地強化がすすむ

九州を拠点に「人権としての社会保障」を深く

学ぶ機会とします。 

県社保協は、オンラインの集団視聴できるよ

う神商連3Fにサテライト会場を設置しました。 

県社保協のホームページに案内・申込書があ

ります。https://kanagawa-shahokyou.jp 
多くの方の参加をお待ちしています。 

（参加費は 2000円ですが、県社保協で 1000

円支援します） 

 

中央社会保障学校 

from佐賀9.20 

https://kanagawa-shahokyou.jp/

